
新型コロナウイルス感染症に係る中小企業者対策を講じます

セーフティネット保証5号の追加指定

2020年3月3日

中小企業・地域経済産業

経済産業省は、新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、同感染症の影響を受ける業種に属する中小企業者の業況が悪化していること
を踏まえ、中小企業者の資金繰り支援措置として、セーフティネット保証5号の対象業種の追加指定を行うことを決定しました。この措置に
より、一般保証と別枠の保証が利用可能となります。

概要

セーフティネット保証5号について、新型コロナウイルス感染症により特に重大な影響が生じている宿泊業や飲食業など40業種を緊急的
に追加指定します。

※売上高等が減少している中小企業・小規模事業者の資金繰り支援措置として、信用保証協会が一般保証とは別枠で融資額の80％を保証する制度で
す(別紙１参照)。

また、今回の新型コロナウイルス感染症による影響の重大性に鑑み、認定に当たっての基準について、新型コロナウイルス感染症の影
響が顕在化している2月以降で、直近3ヶ月の売上高が算出可能となるまでの間は、直近1ヶ月の売上高等とその後の2ヶ月間の売上高
等見込みを含む3ヶ月間の売上高等の減少でも可能とする時限的な運用緩和を行います。

【追加指定業種】

40業種：旅館・ホテル、食堂、レストラン、フィットネスクラブなど40業種。
詳細は別紙2をご覧ください。

※現在の指定業種は別紙3（セーフティネット保証5号の指定業種（令和2年1月1日～令和2年3月31日）をご覧ください。

3月6日に官報にて業種の追加指定を告示する予定ですが、本日から先行して各信用保証協会においてセーフティネット保証5号の事前
相談を開始します。各信用保証協会の連絡先につきましては、こちら を御覧ください。

なお、セーフティネット保証5号の利用には、売上高等の減少について市区町村長の認定が必要となります（お近くの市区町村にお問い
合わせください）。

• 別紙1：セーフティネット保証5号の概要（PDF形式：353KB）
• 別紙2：セーフティネット保証5号の追加業種（令和2年3月6日～令和2年3月31日）（PDF形式：109KB）
• 別紙3：セーフティネット保証5号の指定業種（令和2年1月1日～令和2年3月31日）（PDF形式：216KB）

本件のお問い合わせについては、お近くの地方経済産業局にご連絡ください。

各地方経済産業局 電話番号
北海道経済産業局　中小企業課 011-709-3140
東北経済産業局　中小企業課 022-221-4922

関東経済産業局　中小企業金融課 048-600-0425
中部経済産業局　中小企業課 052-951-2748
近畿経済産業局　中小企業課 06-6966-6023
中国経済産業局　中小企業課 082-224-5661
四国経済産業局　中小企業課 087-811-8529

九州経済産業局　中小企業金融室 092-482-5448
沖縄経済産業部　中小企業課 098-866-1755
中小企業庁　　　　金融課 03-3501-2876

担当

中小企業庁事業環境部金融課長貴田
担当者：高橋、小野

電話：03-3501-1511(内線5271～5)
03-3501-2876(直通)
03-3501-6861(FAX)

• ダウンロード（Adobeサイトへ）



セーフティネット保証５号の概要

１．制度概要
○全国的に業況の悪化している業種に属することにより、経営の安定に支障を生じている中小企業者への資金供給
の円滑化を図るため、信用保証協会が通常の保証限度額とは別枠で80％保証を行う制度。

（参考；信用保険法第２条第５項第５号）
その業種に属する事業について主要な原材料等の供給の著しい減少、需要の著しい減少その他経済産業大臣が定める事由が生じていることにより当該
事業を行う中小企業者の相当部分の事業活動に著しい支障を生じていると認められる業種として経済産業大臣が指定するものに属する事業を行う中小
企業者であり、かつ、当該事業に係る取引の数量の減少その他経済産業大臣が定める事由が生じているためその経営の安定に支障を生じていると認めら
れること。

２．対象中小企業者
①指定業種に属する事業を行っており、最近3か月間の売上高等が前年同期比で5％以上減少。
※時限的な運用緩和として、２月以降直近３ヶ月の売上高が算出可能となるまでは、直近の売上高等の減少と
売上高見込みを含む３ヶ月間の売上高等の減少でも可。
例）２月の売上高実績＋３月、４月の売上高見込み

②指定業種に属する事業を行っており、製品等原価のうち20％以上を占める原油等の仕入価格が20％以上上昇
しているにもかかわらず、製品等価格に転嫁できていていない中小企業者。
（売上高等の減少について、市区町村長の認定が必要）

３．内容（保証条件）
①対象資金：経営安定資金
②保証割合：80％保証
③保証限度額：一般保証とは別枠で２億８，０００万円 →
※セーフティネット保証４号とは併用可だが、同じ枠になる

＋

【一般保証限度額】
2億8,000万円以内

【別枠保証限度額】
2億8,000万円以内



通番
日本標準産業分類

（平成25年１0月改定）細
分類番号

指定業種名

1 0996 そう（惣）菜製造業

2 0997 すし・弁当・調理パン製造業

3 4899 他に分類されない運輸に附帯するサービス業

4 5895 料理品小売業

5 6099 他に分類されないその他の小売業

6 7511 旅館，ホテル

7 7521 簡易宿所

8 7592 リゾートクラブ

9 7599 他に分類されない宿泊業

10 7611 食堂，レストラン（専門料理店を除く）

11 7621 日本料理店

12 7622 料亭

13 7623 中華料理店

14 7624 ラーメン店

15 7625 焼肉店

16 7629 その他の専門料理店

17 7631 そば・うどん店

18 7641 すし店

19 7651 酒場，ビヤホール

20 7661 バー，キャバレー，ナイトクラブ

21 7671 喫茶店

22 7691 ハンバーガー店

23 7692 お好み焼・焼きそば・たこ焼店

24 7699 他に分類されない飲食店

25 7711 持ち帰り飲食サービス業

26 7721 配達飲食サービス業

27 7892 エステティック業

28 7893 リラクゼーション業（手技を用いるもの）

29 7912 旅行業者代理業

30 8021 劇場

31 8022 興行場

32 8023 劇団

33 8024 楽団、舞踏団

34 8025 演芸・スポーツ等興行団

35 8045 ボウリング場

36 8048 フィットネスクラブ

37 8052 遊園地（テーマパークを除く）

38 8053 テーマパーク

39 8091 ダンスホール

40 8231 学習塾

セーフティネット保証５号の指定業種の追加
（中小企業信用保険法第２条第５項第５号）

指定期間：令和２年３月６日～令和２年３月31日
※１：この表に掲げる業種は、日本標準産業分類（平成25年１0月改定）において分類された業種区分によるものとする。
※２：指定期間とは、市町村長又は特別区長に対して認定を申請することができる期間をいう。


